
- 14 -

秩父147号(令和2年4月）N0.1507-2

宇宙シリーズⅣ
宇宙と軍事①
宇宙平和条約と各国の宇宙政策

川島 順 予科21－7

（越谷市）航空７－１

宇宙と軍事①
１．宇宙平和条約

宇宙平和条約は1966年（昭和41年）

12月19日の国連総会決議第2222号とし

て採択され、１９６７年（昭和42年）１０

月に発効した。日本もこの条約を批准して

いる。

宇宙条約の骨子

第１条：宇宙空間の探査利用の自由

第２条：領有の禁止

第３条：国連憲章を含む国際法の適用

第４条：平和利用原則（核兵器を含む

大量破壊兵器を配備してはならない）

ICBMなどは「宇宙空間を通過するだ

け」との見解で禁止されていない。

また、偵察衛星、軍事通信衛星、航海衛星

等は軍事目的であっても禁止されていない。

２．各国の宇宙政策

Ａ．米国

スペースシャトルを中止、国際宇宙ステ

ーション（ＩＳＳ）の輸送手段を民営化路

線に転換。ＬＥＯ（地球低軌道）以遠の輸

送手段として次期打ち上げロケット（ＳＬ

Ｓ）と有人宇宙船を政府主導で開発中。

宇宙軍の創設

２０１９年８月２９日、トランプ大統領

は宇宙軍の創設を発表した。最近の宇宙領

域における中ロ両国の台頭に危機感を募ら

せた為であろう。

中国は２００７年、ミサイルによる衛星

破壊実験に成功している。さらに中ロ両国

は衛星を攻撃する「キラー衛星」、弾道ミ

サイルに搭載する超音速滑空兵器の開発や

敵国の宇宙利用を妨害する技術の研究に邁

進している。

米国の宇宙軍の誕生は、１９４７年空軍

が創設されて以来の新軍種誕生となり、現

在の陸、海、空、海兵隊、沿岸警備隊の５

軍種が６軍種となる。

Ｂ．ロシア

20２０年までに宇宙基地を完成させる。

20３０年までに超重量ロケットの打ち上げ、

有人月探査を実現、３０年以降に宇宙エレ

ベータを実現する。

ロシア宇宙軍は、2001年に創設された。

弾道ミサイル攻撃の警戒、対ミサイル防衛、

軍用・民用の人工衛星の開発、展開、維持

及び統制を任務とする。2011年12月には

宇宙軍と一部空軍部隊から航空宇宙防衛軍

が設立され、2015年には空軍と統合され

航空宇宙軍となった。

ロシアが２０１８年４月現在保有する軍

事衛星の数は、８９基で、米国の１６６基

に次ぐ規模である。

レーザ兵器ペレスベート

ロシア軍は衛星を直接攻撃できるレーザ

兵器、ペレスベートの配備を始めている。

さらに、電磁波で敵の衛星を制御不能に

する航空機の開発を進めている。

ー兵器、ペレスベートの配備を始めている。

Ｃ．中国
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中国の宇宙開発は「国家中長期科学技術

発展規画綱領」等に基づき実施されている。

中国の重要プロジェクトは有人宇宙飛行、

月面探査、地球観測のために衛星３５機に

よる航行測位システム（北斗）の構築等が

ある。

人工衛星打ち上げには「長征ロケット」

を運用しているが、２０２０年までに独自

の宇宙基地の建設、２０２５年以降に月有

人探査、月面基地の実現を目指している。

１．宇宙ステーションの建設

中国は２０１６年6月25日、南シナ海の

海南島に新たに建設した「文昌衛星発射セ

ンター」から、新型ロケット「長征七号」

の打ち上げに成功した。 また、同年９月

１５日には、長征２号Ｆロケットによって、

宇宙ステーション天空２号を打ち上げた。

更に、同年１０月

１７日には宇宙飛

行士２名を乗せた

神舟１１号を長征

２号Ｆで打ち上げ、

天空２号とのドッ

キングに成功した。

長征２号Ｆロケット

宇宙飛行士は約１ヶ月天空２号に滞在し、

同年１１月１８日に打ち上げた神舟１１号

によって地球に帰還した。

長征七号ロケットをはじめとする次世代

長征ロケットに使われている技術は、人工

衛星の打ち上げには極めて有用であると共

に軍事衛星の打ち上げに直接流用可能であ

ることに注目すべきである。

また、有人宇宙船や宇宙ステーションの

成功は、宇宙飛行士の育成を推進し、中国

人民解放軍の宇宙軍の創設にも大きな力に

なるものと思われる。

２．月裏面への軟着陸に成功

中国国営の中央テレビは、中国の無人探

査機「嫦娥（じょうが=月に住む伝説の仙

女）4号」が２０１９年１月3日、人類史上

初めて月の裏側への軟着陸に成功したと報

じている。

月にはスマートフォンや電子製品に使わ

れるレアメタル（マンガンやコバルト等）

等鉱物資源が豊富に存在する。中国はレア

メタル供給で既に世界で独占的な地位にあ

るが、月の埋蔵資源も独占的に利用できれ

ば、極めて大きな経済的強みとなる。

中国の意図は、月に宇宙基地の建設や原

爆の実験を行うためであるとの報道も流れ

ている。

レアメタルのほかにも、月には大量のヘ

リウム３がある。核融合反応に利用可能な

へリウム３だが、地球上では希少な存在だ。

欧州宇宙機関（ＥＳＡ）によると、この同

位体は非放射性であり、核融合炉でより安

全な核エネルギーを提供することが可能と

考えられている。

月の南極エイトケン盆地には、クレータ

ー内に永久に影になる部分がある。そのよ

うな地域には氷が堆積している可能性があ

り、それは月面基地には非常に重要である。

嫦娥4号には、ジャガイモとシロイヌナ

ズナの種も積み込まれた。地球の6分の1と

される月面の低重力下で、温度と湿度が調

節された密閉環境で育つか否かを調べるた

めである。

Ｄ．その他、欧州・インド

欧州：有人宇宙飛行はＥＳＡ（欧州宇

宙機関）がＩＳＳに参加。

インド：２０１３年宇宙飛行士をソユ

ーズで打ち上げ。

火星探査計画を閣議決定。

Ｅ．日本
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日本の宇宙政策は、昭和44年（１９

６９）の国会での「宇宙の開発・利用は

平和目的に限る」とした決議によって、

「平和目的」を「非軍事」と狭く解釈す

ることにより、防衛目的の宇宙利用はで

きず、もっぱら、宇宙開発の目的の研究

や技術開発に限られていた。

しかし、平成２０年（２００８）に成

立した「宇宙基本法」は、宇宙の平和利

用と国民生活の向上、産業の振興、宇宙

科学の振興による人類科学の発展などを

目的としている。この法律の制定によっ

て、「平和目的」を「非侵略」と解釈す

ることで、防衛目的への拡大が可能とな

り、防衛省が高性能の偵察衛星などを直

接運用することができるようになった。

首相を本部長とする「宇宙開発戦略本

部」が宇宙基本政策を作成して、その実

施を促進する。

Ｈ３０年（２０１８）１２月の閣議で

決定された中期防衛力整備計画（Ｈ３１

～３５年）の中で、注目すべき事は、宇

宙・サイバー・電磁波の領域における能

力の獲得・強化が領域横断作戦に必要な

優先事項として取り上げられている。

（１）宇宙領域における攻撃防御能力

(a)宇宙状況監視システム

米軍及び国内関係機関と連携して宇宙状

況監視のためのシステムを整備する必要が

ある。

宇宙状況監視システムの運用

(b)宇宙利用のＣ４ＩＳＲ能力強化

Ｃ４ＩＳＲとは第６世代ジエット戦闘機

（秩父１４５号）でも説明したように、

Command（指揮）、Control（統制）、

Communication（通信）、Computer

（コンピータ）、Intelligence（情報）、

Surverllance（監視）、Reconnaissan

ce（偵察）の略で、これらの機能を統合し

た電子戦システムのことである。

宇宙空間における衛星の脅威に対応する

ために、まず、敵の衛星やミサイルを早期

発見する必要がある。

そのためには２波長量子ドット型赤外線

センサー（２波長ＱＤＩＰ）が有効である。

２波長ＱＤＩＰは高温の目標に対して有効

な中赤外線、低温の目標に対して有効な遠

赤外線の２つの波長帯を同時に撮像できる

ため目標の探知能力が飛躍的に向上する。

（c）Ｘバンド防衛通信衛星

Xバンドとは、8GHz〜12GHzのマイク

ロ波周波数帯の短い波長(25-37mm)の電

波のことで、雨や霧などの影響を受けにく

い特徴がある。今回の「防衛通信衛星」に

より、陸海空3自衛隊で通信方式が違うも

のの、変換して伝送が行えるようになり、

統合しての運用ができるようになる。

従来、防衛省・自衛隊が部隊間の通信用

に利用していたスカパーJSAT(株)保有の

商用通信衛星（スーパーバードB2号機、

D号機）を3機使用していたが、2015年度

に設計寿命に達したので、その後継機とし

て、新たにＸバンド防衛通信衛星3機体制

で運用することになった。

その1号機の「きらめき1号」は事故のた

め打ち上げが遅れ、2018年（平成30年）

4月仏領ギアナから打ち上げられた。

2号機の「きらめき2号」は、2017年

（平成29年）1月、種子島宇宙センターか

らH-IIAロケットにより打ち上げられてい

る。さらに、3号機もPFI（民間資金活用事

業）により整備される予定で、2020年度

（令和2年）の打ち上げを目指している。
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Ｘバンド防衛通信衛星による統合運用

（２）サイバー領域の攻撃防御能力

サイバー攻撃は、情報通信ネットワーク

や情報システムの悪用により、サイバー空

間を経由して、不正浸入、情報の窃取、改

ざん、破壊、情報システムの作動停止、誤

動作、不正プログラムの実行、DDoS攻撃

（分散サービス不能攻撃）等を行う。その

対策としては、

（a）サイバー防衛隊の充実強化

サイバー人材の確保と養成、実戦的な訓

練環境の整備が必要である。

（b）サイバー攻撃に対する防衛省情報通

信基盤の整備・強化

情報収集能力や調査分析機能の強化、サ

イバー攻撃対処能力の検証が必要であると

共に、抗たん性のあるシステムの構築が必

要である。

さらに、サイバー攻撃を受けた場合に反

撃する手段として、ウイルスを常時保有す

ることも必要となる。

（c）情報システムのサプライチェーンリ

スク対策

防衛省に納入されるＩＴチップやソフト

ウエアの納入過程、納入後の不正攻撃に対

する検知・排除するシステムの構築が必要

である。

情報システムのサプライチェーンリスク

（３）電磁波領域の攻撃防御能力

中国やロシアによる電磁波攻撃の脅威が

高まる中、自衛隊が作戦を行う上で相手の

作戦を妨げる電磁波攻撃能力の保有が不可

欠である。

相手の電磁波を攻撃できる装備を航空機

や車両に搭載し、相手の情報通信ネットワ

ークの分断やＧＰＳのような衛星利用測位

システムによるミサイル誘導の妨害などを

行う。

電磁波攻撃に対する防御システム

このシステムは各周波数帯の電波の収集

と妨害を担任する「電子戦装置」と、各電

子戦装置が収集した情報の処理・分析や、

電子戦装置に対する指揮統制、他システム
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等との連接等の機能を有する「電子戦統制

装置」から構成されている。

（4）準天頂衛星測位システムの導入

現在、自衛隊、特に海上自衛隊の艦艇は

米国の全地球測位システム（ＧＰＳ）に依

存している。中国やロシアの攻撃によって

ＧＰＳが機能不全に陥った場合に備えて、

日本政府は準天頂衛星「みちびき」の活用

を本格的にする方針を固めた。

準天頂衛星は、日本及びアジア太平洋地

域上空をＳ字状に周回する日本独自の測位

衛星である。

準天頂衛星には、位置を伝える測位信号

への妨害電波や偽の測位信号を回避できる

機能がある。既に施設艦や潜水艦救難艦に

設置し運用しているが、他の護衛艦、航空

機などに順次受信機を搭載する予定である。

準天頂衛星測位システム

（5）航空宇宙自衛隊に改称

令和2年1月5日の読売新聞によれば、政

府は2021年度には航空自衛隊を「航空宇

宙自衛隊」に改称する方向で調整に入った

と報じられている。

航空自衛隊の定員は現在約4万7千人であ

るが、警戒監視活動の無人化により、3割

の人員を浮かせこれを宇宙防衛に向ける。

その中核となる「宇宙作戦隊」は2020年

度に20人規模で創設し、2023年度から

120人規模で宇宙監視の運用を開始する。

2026年頃には宇宙空間の不審衛星などを

監視する衛星を打ち上げる計画である。ま

た、キラー衛星から人工衛星を防御する装

備の検討にも入る予定である。

秩父148号(令和2年7月）

宇宙シリーズⅤ
宇宙と軍事②

宇宙攻撃兵器・宇宙ゴミの掃除

川島 順 予科21－7

（越谷市） 航空７－１

Ⅴ 宇宙と軍事②

１．衛星攻撃兵器
1950年代に初期の写真偵察衛星が実用

化されるとすぐに、敵側の軍事衛星を攻撃

する手段である衛星攻撃兵器の開発が始ま

っている。

米国では地上から打ち上げたミサイルを

人工衛星に直接体当たりさせる直接上昇方

式（Direct Ascent）の兵器が主に開発さ

れている。

一方、ロシアでは、地上から打ち上げた

ロケットで誘導体を目標となる人工衛星と

同じ軌道に遷移させ、接近させて自爆し、

破片によって目標を破壊する共通軌道方式

（Co-Orbital）のキラー衛星 （ＡＳＡ

Ｔ：Anti-satellite Weapon）が研究され、現

在すでにキラー衛星の配備が行われている

模様である。

核弾頭による衛星破壊も考案されたが、

1967年の宇宙条約において、大気圏外に
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おける核兵器利用が制限されたため、核に

よる衛星攻撃兵器はそれ以降進められてい

ない模様である。

中国は、２００７年７月、四川省の衛星

打ち上げセンター付近から、弾道ミサイル

によって、高度約８００ｋｍを周回中の使

用済み気象衛星「ＦＹ－１Ｃ」を破壊した。

これは、弾道ミサイルに搭載された迎撃体

（ＫＫＷ）を直接衛星に衝突させ、その運

動エネルギーによって衛星を破壊する方式

を採っているものと思われる。この実験に

より約３０００個の破片が発生した。これ

は高度2,000km以下にある人工物体の2

2%を占める量に相当する。このため欧米

各国の非難を浴び中国は衛星攻撃兵器の実

験を自粛する方向に転じている。

２．宇宙の浄化
今から６０年前の１９５７年にソ連が人

工衛星「スプートニク」を打ち上げてから、

各国は気象衛星、通信・放送衛星、軍事衛

星等を競って打ち上げ、これまでに７６０

０機を越えている。このうち役目を終え地

上に回収されたり、高度が下がって落下し

た物を除くと、現在も約４４００機以上の

人工衛星が軌道上を回っている。

このように使用済みになった衛星や打ち

上げた際のロケットの破片、または、２０

０７年に中国が弾道ミサイルに搭載した仰

撃体で気象衛星を破壊した際に発生した破

片約３０００個等、合計約２万個が現在軌

道上を周遊している。これらの宇宙ゴミは

「スペースデブリ」と呼ばれ、その除去が

問題になっている。

スペースデブリは高度１０００ｋｍ以下

の「低高度周回軌道」と高度約３６０００

ｋｍの「静止軌道」に集中している。

しかも、これらのデブリはお互いに衝突

してその破片の数は自然に増殖している。

この増殖を抑制するためには、大型のデブ

リ１００～１５０個、あるいは年間５～１

０個除去すれば良いとされている。しかし、

宇宙ゴミの除去に関する国際的な法整備が

確立されていない現状では、種々の問題が

生じる。即ち、先ず宇宙ゴミの所有権につ

いて国際的なルールが進んでいないために

他人が発生したゴミを勝手に処分して良い

か否かの問題がある。

次に、宇宙ゴミを処理する費用は誰が負

担するかと云う問題がある。

また、宇宙ゴミを除去する技術が未だ、

確立されていない。しかし、宇宙ゴミの除

去システムにつては各国で種々の技術が提

案されている。即ち、宇宙ゴミの除去シス

テムには、宇宙ゴミの監視システムと宇宙

ゴミの捕捉除去システムが必要である。

（１）宇宙ゴミ監視システム

ＳＳＡ衛星（Space Situational Awar
eness Satellite)
高性能のレーダーや光学望遠鏡を備えた

地上の監視システムは天候に左右されるの

で、天候に左右されず近距離で監視できる

ＳＳＡ衛星が注目されている。

20２０年５月１９日の読売新聞では、日

本政府が宇宙空間の状況を監視するＳＳＡ

衛星の導入費を本年度初計上し、２０２６

年度迄に打ち上げる方針を固めたと報じて

いる。

その目的は日本の衛星が宇宙ゴミや不審

な人工衛星による衝突を回避するためとあ
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る。

（２）宇宙ゴミ捕捉除去システム

宇宙ゴミ捕捉システムについては各国で

種々の提案をしている。その主な機関と方

法は：

（a）ＥＳＡ（欧州宇宙機関）

ロボットアーム、触手、網、銛等の様々

な捕獲機能を備えた小型衛星「リムーブデ

ブリ」を２０１８年４月に打ち上げ実証実

験を行っている。

（ｂ）ＥＵ（欧州連合体）

網、銛、膜面展開等の捕獲機能を備えた

小型衛星で部分実証試験中。

（ｃ）ＮＡＳＡ（米国航空宇宙局）

ロボットアーム、網等の捕獲機能につい

て検討中。

（ｄ）ＪＡＸＡ（宇宙航空研究開発機構）

導電性デザー（紐）を宇宙ゴミに取付け

宇宙ゴミの速度を落として軌道外に落下さ

せる。（詳細は後述）

（ｅ）（株）アストロスケール

小型衛星の捕獲機能として粘着材を使用

する。（詳細は後述）。

（ｆ）中国空軍工科大学

レーザー衛星で宇宙ゴムにレーザーを照

射して危険性の少ない細かい破片に粉砕す

る。

（ｇ） 日本・理化学研究所

プラズマ流をデブリへ照射し減速させ周

回高度を下げて大気圏で燃焼させる。

（ｈ）米国ＡＴＫ(Alliant Techsystems
Inc.)、日本九大等。
スイィパー（低密度材）を使用する。ス

ィーパーに衝突したデブリを吸着回収する。

（ｉ）米国ＮＲＬ（National Reserch

Lab.）

高密度のダストを撒布する。タングステ

ン等の密度の高い粒子を軌道上に撒布して、

衝突した小型デブリに付着させて重量を高

めて軌道降下させる。

（ｊ）スイス連邦工科大学

小型衛星によって宇宙ゴミを軌道外に押

し出す。

（３）日本ＪＡＸＡの宇宙ゴミ除去計画

ＪＡＸＡ（宇宙航空研究開発機構）のシ

ステムでは、まず、デザーと言う伸縮性の

導電性紐を収容したデブリ除去衛星を宇宙

ゴミ（デブリ）に接近してデザーを取付け

る。デブリを取り付けたデブリ除去衛星は

デブリから離れる方向に移動してデザーを

５～１０ｋｍ伸展させる。

導電性デザーにロ－レンツ力の発生原理

デブリ除去衛星の電子源から電子を放出さ

せるとデザーに電流が流れ、デブリの進行

方向と反対方向にローレンツ力という力が

発生し、デブリの飛行速度を減少させる。

その結果、デブリは次第に軌道を下げ、

大気圏に突入してデブリ除去衛星と共に燃

焼して消滅する。

なお、図は導電性デザーによるローレン

ツ力発生原理の説明図であって、実際には

エンドマスがデビル除去衛星になる。

平成２９年２月、日本の宇宙ステーショ

ン補給機の「こうのとり」を使用して、デ

ザーの伸展状況やロ－レンツ力の発生原理

等の実証実験を行った。
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（４）日本のアストロスケール社による宇

宙ゴミ除去計画

（株）アストロスケール社（代表伊藤美

樹）とは、２０１３年５月岡田光保氏が設

立した宇宙ゴミ除去を主目的としたシンガ

ポール法人ASTROSCALE PTE LTD.

（代表岡田光信）の支社として２０１５年

１１月に設立された日本法人で、代表の伊

藤美樹氏は、次世代宇宙システム技術研究

組合で小型衛星「ほどよし３号」「ほどよ

し４号」の開発に携わり、岡田社長の勧誘

によって（株）アストロスケールの社長に

就任した（現在はジェネエラルマネージャ

ー）。

（株）アストロスケールは産業革新機構

の補助金を得て現在、微少デブリ計測衛星

「IDEA OSG1」とデブリ除去衛星実証機

「ELSA-d」の開発に取り組んでいる。２

０１７年「IDEA OSG1」をロシアのロケ

ットで打ち上げ、英国のオックスフォード

郊外の管制センターで追跡しデータ収集を

行い,そのデータを元にして宇宙ゴミの分布

地図を作成する予定で、同年11月「ソユー

ズ1．2」で打ち上げたが、衛星軌道に乗せ

ることができず、打ち上げは失敗に終わっ

た。

① 微少デブリ計測衛星「IDEA OSG1」

ＪＡＸＡが開発した「フイルム貫通型微

少デブリセンサー（ＳＤＭ）を搭載し、こ

のセンサーにデブリが衝突すると内部の導

電線が切断され、その切断本数からデブリ

の大きさを推定することができる。このセ

ンサーでデブりの位置と大きさを調べ、微

少デブリの分布図を作成する。

微少デブリ計測衛星「IDEA OSG1]

②デブリ除去衛星実証機「ELSA-d」

デブリ除去衛星は粘着面を有する捕獲機

構によって、使用済みの人工衛星を捕獲し、

デブリ除去衛星の推進機構を使って大気圏

に突入し、デブリと共に燃え尽きる。５０

０ｋｇまでのサイズのデブリの除去を目的

としている。

デブリ除去衛星実証機「ELSA-d」

ELSA-dは、捕獲機（約180kg）と

宇宙ごみを模擬した人工衛星（約20k

g）を結合した状態で低軌道へ打ち上げ、

軌道上において、難易度の高い捕獲実証

実験を行う。磁石を用いた複数回に及ぶ

捕獲とリリースによって、接近（相対航

法）、診断（近傍制御・作業）、捕獲

（ランデブ・ドッキング）、捕獲後の軌

道修正まで、デブリ除去に必要なコア技

術を一連のシステムとして実施する。

本プロジェクトで実施する「準協力接

近・捕獲」は、捕獲対象が姿勢制御や通

信機能を持たない条件下で行う世界初の

実験である。

さらに、捕獲対象を回転させて姿勢制

御機能を失わせデブリ化した人工衛星の

状態を意図的に生み出したり、捕獲対象

を相対航法センサーの視野から意図的に

見失わせてから、ドッキングプレート、

捕獲機搭載のカメラや光学センサー等を

使用して、軌道位置の特定や接近の可能

性を実証する予定。

このELSA-dの捕獲機と模擬デブリは、

2020 年半ばにカザフスタン共和国の



- 22 -

バイコヌール宇宙基地より打ち上げられ

る予定である。

３．自衛隊・宇宙部隊の創設
２０２０年５月１９日の読売新聞によれ

ば、防衛省は本年５月１８日、航空自衛隊

の宇宙作戦隊を府中基地内に発足させたと

報じている。宇宙作戦隊は約２０人で発足

し、２３年度までに１００人規模に増強す

る。宇宙作戦隊は人工衛星への脅威となる

宇宙ゴミのほか、中国やロシア、国籍不明

の人工衛星の動向を監視することが主な任

務で、２３年度に運用開始予定の山口県に

新設する高性能の地上レーダ等で収集した

データを分析する。 そして、米国、英国、

オーストラリアなどと機密情報を共有する

ファイブアイズ（Five Eyes）の枠組みと

連携して国際的な監視網を築く働きをする。


